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香港連結子会社の解散及び清算に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年 7 月 31 日開催の取締役会において、以下のとおり、当社が間接保有する連結子会社である

三發電器製造廠有限公司を解散及び清算することを決議しましたので、お知らせいたします。 

 

１．解散及び清算の理由 

三發電器製造廠有限公司は、1978年に当社家電事業セグメントの海外拠点として香港にて設立され、その

後、2011年に中国内製造拠点として設立した三發電器製品（東莞）有限公司の販売会社として、欧米や日本

を含むアジア向けに小型家電製品の販売を行ってまいりました。しかしながら、2020年の新型コロナウイル

ス感染症によるパンデミック発生以降、事業環境の変化や競合過多を背景とする受注減少が継続し、三發電

器製品（東莞）有限公司は、製造原価上昇等を主因として事業採算性が悪化、生産規模の縮小等の合理化を

進めてきたものの、当社グループの持続的成長に向け、中長期的な視点から経営資源の最適化を図るべく総

合的に判断し、2025年 8月 29日開催の当社取締役会で、解散及び清算を決議しました。 

香港の三發電器製造廠有限公司については、当社家電事業セグメントの海外拠点として引き続き活用を検

討してまいりましたが、他の連結子会社での拠点機能の代替が可能であることなども総合的に判断し、今般、

解散及び清算することといたしました。 

 

２．解散及び清算する会社の概要 

（１） 名 称 三發電器製造廠有限公司 

（２） 所 在 地 香港九龍尖沙咀廣東道 33 號中港城第 1 座 11 樓 1109 室 

（３） 代表者の役職・氏名 董事長 吉岡幹宏 

（４） 事 業 内 容 家電製品の輸出入および販売 

（５） 資 本 金 HK$ 25 百万 

（６） 設 立 年 月 日 1978 年 7 月 18 日 

（７） 大株主及び持株比率 TRIACE LIMITED（出資比率 100%） 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

・（香港現地法人）TRIACE LIMITED 

（当社 100％出資連結子会社） 

従って、当社の三發電器製造廠有限公司に対する実質的な

持分比率は 100%となります。 

人 的 関 係 当社執行役員１名が当該会社の董事長を兼務しております。 

取 引 関 係 当社家電事業部より製品の製造販売を委託しております。 

関連当事者へ

の該当状況 
当社の連結子会社であり、関連当事者に該当します。 



（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

 純 資 産 
15 百万香港ドル 

(309 百万円) 

7 百万香港ドル 

(144 百万円) 

▲10 百万香港ドル 

(▲206 百万円) 

 総 資 産 
40 百万香港ドル 

(824 百万円) 

29 百万香港ドル 

(597 百万円) 

39 百万香港ドル 

(803 百万円) 

 売 上 高 
64 百万香港ドル 

(1,318 百万円) 

39 百万香港ドル 

(803 百万円) 

49 百万香港ドル 

(1,009 百万円) 

 営 業 損 失 
11 百万香港ドル 

(226 百万円) 

7 百万香港ドル 

(144 百万円) 

18 百万香港ドル 

(370 百万円) 

 経 常 損 失 
11 百万香港ドル 

(226 百万円) 

8 百万香港ドル 

(165 百万円) 

19 百万香港ドル 

(391 百万円) 

 当 期 純 損 失 
11 百万香港ドル 

(226 百万円) 

8 百万香港ドル 

(164 百万円) 

17 百万香港ドル 

(350 百万円) 

 配 当 金 － － － 

※中国子会社の三發電器製品（東莞）有限公司との連結です。 

※為替レート 1HKD＝20.6 円（2026 年 7 月 31 日時点） 

 

３．解散及び清算の日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2026 年 7 月 31 日 

（２） 当該会社における董事会での解散決議 2026 年 12 月 1 日（予定） 

（３） 清 算 結 了 2027 年 9 月 30 日（予定） 

 

４．解散に伴う損失額及び今後の見通し 

本件連結子会社の解散による損失額及び当社の 2027 年 3 月期連結業績への影響については、軽微と判断

しておりますが、重要な影響が生じる見込みとなった場合、速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 


